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自立の支援に関する法律 (平成６年法律第30号) 第14条第４項の規定による介護機関について, 次のとおり指定した｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

茨城県告示第231号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第５条第１項の規定による大規模小売店舗の新設の届出について,

同条第３項の規定に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び平成21年３月31日までの間県北地方総合事務所

商工労政課において縦覧に供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に平成21年３月31日までは茨城県県北地方総合事務所商工労政課, 平成21年４月１日以降は茨

城県商工労働部中小企業課に到着するよう提出してください｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 株式会社かわねや

代表取締役 大 谷 昌 吉

常陸太田市木崎二町874番地� 有限会社芳野屋
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コ ー ド
名 称 所在地 サービスの種類 開設者 指 定

年月日

0843340687
ウエルシア薬局茨城境町
店

猿島郡境町庚申塚38－３
居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管理
指導

ウエルシア関東株
式会社

平成21年
１月26日

0870800257
グループホーム 美里 龍ヶ崎市4353－１

認知症対応型共同生活
介護
介護予防認知症対応型
共同生活介護

株式会社 和香紗 平成21年
１月13日

0870800646
デイホーム楓 龍ヶ崎市羽原町1918－１ 通所介護

介護予防通所介護 株式会社 和香紗 平成21年
１月19日

0870800653
わかさ羽原ビレッジショー
トステイ

龍ヶ崎市羽原町1918－１
短期入所生活介護
介護予防短期入所生活
介護

株式会社 和香紗 平成21年
１月19日

0871200515
梅里ガーデンアクアビラ
ケアプランセンター

常陸太田市大平町666 居宅介護支援事業 株式会社 エラン 平成21年
１月８日

0871500468
すいとぴー介護ステーショ
ン北茨城

北茨城市磯原町磯原２－175
アジマビル２F

居宅介護支援事業
訪問介護
介護予防訪問介護

日総ニフティ株式
会社

平成21年
１月１日

0872500186
介護ショップ サングリー
ンピア山方

常陸大宮市西野内1537－１

福祉用具貸与
介護予防福祉用具貸与
特定福祉用具販売
特定介護予防福祉用具
販売

社会福祉法人 清
河会

平成21年
１月13日

0872700406
あずみ苑 下館 筑西市岡芹2130 居宅介護支援事業 株式会社レオパレ

ス21
平成21年
１月21日

0870301009
デイサービス 道の花の
園

土浦市粟野町1852－１ 介護予防通所介護 社会福祉法人 西
北会

平成21年
１月29日



代表取締役 平 野 哲 也

那珂市菅谷3307番地

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

(仮称) かわねや菅谷店

那珂市菅谷3310－２ 外� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成21年10月21日� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

1,693㎡� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数 137台

イ 駐輪場の収容台数 50台

ウ 荷さばき施設の面積 172㎡

エ 廃棄物等の保管施設の容量 35�� 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

(開店時刻) 午前９時

(閉店時刻) 午後８時50分

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時30分～午後９時

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

５箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時～午後９時

３ 届出年月日

平成21年２月20日

茨城県告示第232号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定による大規模小売店舗の変更の届出について,

同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び平成21年３月31日までの間県北地方総合事務所

商工労政課において縦覧に供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見
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書を本日から４月以内に平成21年３月31日までは茨城県県北地方総合事務所商工労政課, 平成21年４月１日以降は茨

城県商工労働部中小企業課に到着するよう提出してください｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 株式会社セイブ

代表取締役 荻 澤 誠

水戸市住吉町284番地の１� 寺島薬局株式会社

代表取締役社長 田 口 武

つくば市天久保２丁目17番５号

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

セイブ千波店・ドラッグてらしま千波店

水戸市千波町北葉山1762 外� 変更した事項

ア 大規模小売店舗を設置する者 (法人にあっては代表者の氏名)

(変更前) 代表取締役 蓼 沼 弘 治

(変更後) 代表取締役 荻 澤 誠

イ 大規模小売店舗の名称

(変更前) (仮称) セイブ千波店・ドラッグてらしま千波店

(変更後) セイブ千波店・ドラッグてらしま千波店� 変更の年月日

ア 平成20年５月26日

イ 平成17年２月26日� 変更する理由

設置者の代表者変更及び店舗名称が決定したため

３ 届出年月日

平成21年２月９日

茨城県告示第233号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定による大規模小売店舗の変更の届出について,

同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び平成21年３月31日までの間県南地方総合事務所

商工労政課において縦覧に供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に平成21年３月31日までは茨城県県南地方総合事務所商工労政課, 平成21年４月１日以降は茨

城県商工労働部中小企業課に到着するよう提出してください｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌
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１ 届出者氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

筑波都市整備株式会社

代表取締役 南 部 裕 一� 住所

つくば市竹園１丁目２番地１

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

北竜台Ｄ街区商業施設

龍ヶ崎市小柴１丁目７� 変更した事項

大規模小売店舗を設置する者 (法人にあっては代表者の氏名)

(変更前) 代表取締役 藤 條 邦 裕

(変更後) 代表取締役 南 部 裕 一� 変更の年月日

平成21年１月30日� 変更する理由

代表取締役の交代による

３ 届出年月日

平成21年２月20日

茨城県告示第234号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定による大規模小売店舗の変更の届出について,

同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び平成21年３月31日までの間県南地方総合事務所

商工労政課において縦覧に供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に平成21年３月31日までは茨城県県南地方総合事務所商工労政課, 平成21年４月１日以降は茨

城県商工労働部中小企業課に到着するよう提出してください｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

筑波都市整備株式会社

代表取締役 南 部 裕 一� 住所

つくば市竹園１丁目２番地１

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ショッピングセンターサプラ
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龍ヶ崎市小柴５丁目１番２� 変更した事項

大規模小売店舗を設置する者 (法人にあっては代表者の氏名)

(変更前) 代表取締役 藤 條 邦 裕

(変更後) 代表取締役 南 部 裕 一� 変更の年月日

平成21年１月30日� 変更する理由

代表取締役の交代による

３ 届出年月日

平成21年２月20日

茨城県告示第235号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定による大規模小売店舗の変更の届出について,

同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び平成21年３月31日までの間県南地方総合事務所

商工労政課において縦覧に供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に平成21年３月31日までは茨城県県南地方総合事務所商工労政課, 平成21年４月１日以降は茨

城県商工労働部中小企業課に到着するよう提出してください｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

筑波都市整備株式会社

代表取締役 南 部 裕 一� 住所

つくば市竹園１丁目２番地１

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ケーヨーデイツー新竜ヶ崎店

龍ヶ崎市小柴１丁目１番地５� 変更した事項

大規模小売店舗を設置する者 (法人にあっては代表者の氏名)

(変更前) 代表取締役 藤 條 邦 裕

(変更後) 代表取締役 南 部 裕 一� 変更の年月日

平成21年１月30日� 変更する理由

代表取締役の交代による

茨 城 県 報 第 2059 号 平成21年３月５日 (木曜日)6



３ 届出年月日

平成21年２月20日

茨城県告示第236号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) の規定に基づき届出のあった大規模小売店舗に対し, 同法第８条第

４項の規定に基づき県が述べた意見の概要について, 同条第６項の規定に基づき次のとおり公告する｡

なお, 意見書は, 本日から１月間, 平成21年４月１日以降は茨城県商工労働部中小企業課, 平成21年３月31日まで

は各店舗の所在地を管轄する地方総合事務所商工労政課 (日立市, 高萩市及び北茨城市に所在する店舗にあっては,

県北地方総合事務所日立商工労働センター) において縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

第１ ジョイフル本田守谷店

１ 大規模小売店舗の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ジョイフル本田守谷店

守谷市松ヶ丘３丁目８番 外� 届出の概要

ア 届出の種類及び届出の公告日

変更の届出 (第６条第２項)

平成20年８月28日

イ 変更しようとする事項

駐車場の自動車の出入口の数および位置

(変更前) 32箇所

(変更後) 35箇所� 届出年月日

平成20年８月７日

２ 意見の概要

意見なし

第２ カスミ学園店

１ 大規模小売店舗の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

カスミ学園店

つくば市竹園２丁目12－１ 外� 届出の概要

ア 届出の種類及び届出の公告日

変更の届出 (第６条第２項)

平成20年８月28日

イ 変更した事項� 駐車場の位置
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� 駐車場の自動車の出入口の位置� 届出年月日

平成20年８月12日

２ 意見の概要

意見なし

第３ パウつちうらきた店

１ 大規模小売店舗の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

パウつちうらきた店

土浦市東若松町3993番地 外� 届出の概要

ア 届出の種類及び届出の公告日

変更の届出 (第６条第２項)

平成20年９月16日

イ 変更しようとする事項� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

(変更前) 1,467㎡

(変更後) 2,151㎡� 駐車場の位置及び収容台数

(変更前) 138台

(変更後) 137台� 荷さばき施設の位置及び面積

(変更前) 102㎡

(変更後) 72㎡� 廃棄物等の保管施設の位置� 来客が駐車場を利用することができる時間帯

(変更前) 24時間 (一部午前６時～午後９時)

(変更後) 24時間� 届出年月日

平成20年８月29日

２ 意見の概要

意見なし

茨城県告示第237号

財団法人水戸市農業公社の農地保有合理化事業規程の変更については, 農業経営基盤強化促進法 (昭和55年法律第

65号) 第８条第１項の規定に基づき, 平成21年２月20日に次のとおり承認したので公告する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 農地保有合理化事業の種類
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� 農地売買等事業� 研修等事業

２ 農地保有合理化事業の実施区域

水戸市における農業振興地域 (農業振興地域の整備に関する法律 (昭和44年法律第58号) 第６条第１項の規定に

より指定された地域) の区域とする｡

茨城県告示第238号

茨城県中山間地域活性化資金利子補給金交付規程 (平成３年茨城県告示第128号) の一部を次のように改正する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

第３条第１号を次のように改める｡� 加工流通施設整備資金及び保健機能増進施設整備資金の利子補給率
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資 金 種 類 加工流通施設整備資金 保健機能増進施設整備資金

貸 付 対 象 者
Ａ Ａ

貸付金の
うち２億
７千万円
までの部
分

貸付金の
うち２億
７千万円
を超える
部分

Ｂ
貸付金の
うち２億
７千万円
までの部
分

貸付金の
うち２億
７千万円
を超える
部分

Ｂ

貸 付
期 間 融 資 機 関

６年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.35％ 年1.10％ 年0.85％ 年1.60％ 年1.35％ 年1.10％

上記以外の場合 年0.75％ 年0.50％ 年0.25％ 年1.00％ 年0.75％ 年0.50％

６年を超え
７年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.35％ 年1.10％ 年0.85％ 年1.60％ 年1.35％ 年1.10％

上記以外の場合 年0.75％ 年0.50％ 年0.25％ 年1.00％ 年0.75％ 年0.50％

７年を超え
８年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.35％ 年1.10％ 年0.85％ 年1.60％ 年1.35％ 年1.10％

上記以外の場合 年0.75％ 年0.50％ 年0.25％ 年1.00％ 年0.75％ 年0.50％

８年を超え
９年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.35％ 年1.10％ 年0.85％ 年1.60％ 年1.35％ 年1.10％

上記以外の場合 年0.75％ 年0.50％ 年0.25％ 年1.00％ 年0.75％ 年0.50％

９年を超え
10年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.35％ 年1.10％ 年0.85％ 年1.60％ 年1.35％ 年1.10％

上記以外の場合 年0.75％ 年0.50％ 年0.25％ 年1.00％ 年0.75％ 年0.50％

10年を超え
11年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.35％ 年1.10％ 年0.85％ 年1.60％ 年1.35％ 年1.10％

上記以外の場合 年0.75％ 年0.50％ 年0.25％ 年1.00％ 年0.75％ 年0.50％

11年を超え
12年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.25％ 年1.00％ 年0.75％ 年1.50％ 年1.25％ 年1.00％

上記以外の場合 年0.65％ 年0.40％ 年0.15％ 年0.90％ 年0.65％ 年0.40％



(注) １ ｢A｣ とは, ｢B｣ に掲げる会社以外の者をいう｡

２ ｢B｣ とは, 資本金の額又は出資の総額が３億円 (小売業又はサービス業を主たる事業とする場合は

５千万円, 卸売業を主たる事業とする場合は１億円) を超え, かつ, その常時使用する従業員の数が

300人 (小売業を主たる事業とする場合は50人, サービス業又は卸売業を主たる事業とする場合は100

人) を超える会社をいう｡� 生活環境施設整備資金の利子補給率

(注) ｢農業協同組合等｣ とは, 農業協同組合その他の農林漁業者の組織する団体又はガイドライン第３の１

の�に規定する第３セクターをいう｡
付 則

１ この告示は, 公布の日から施行する｡

２ この告示による改正後の茨城県中山間地域活性化資金利子補給金交付規程の規定は, 平成21年１月26日以後に

なされた貸付けに係る中山間地域活性化資金利子補給について適用し, 同日前になされた貸付けに係るものにつ

いては, なお従前の例による｡

茨城県告示第239号

牛渡土地改良区から平成20年10月１日付けで申請のあった定款変更については, 土地改良法 (昭和24年法律第195

号) 第30条第２項の規定により平成21年２月25日認可した｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

茨城県告示第240号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第１項の規定に基づき, 道路の区域を次のように変更する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌
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12年を超え
13年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.25％ 年1.00％ 年0.75％ 年1.50％ 年1.25％ 年1.00％

上記以外の場合 年0.65％ 年0.40％ 年0.15％ 年0.90％ 年0.65％ 年0.40％

13年を超え
14年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.15％ 年0.90％ 年0.65％ 年1.40％ 年1.15％ 年0.90％

上記以外の場合 年0.55％ 年0.30％ 年0.05％ 年0.80％ 年0.55％ 年0.30％

14年を超え
15年以内

ガイドライン第３の２の�,�及び�の場合 年1.05％ 年0.80％ 年0.55％ 年1.30％ 年1.05％ 年0.80％

上記以外の場合 年0.45％ 年0.20％ － 年0.70％ 年0.45％ 年0.20％

貸付対象者
農 林 漁 業 者 農業協同組合等

融資機関

ガイドライン第３の２の�, �及び�の場合 年1.25％ 年1.25％

上 記 以 外 の 場 合 年0.65％ 年0.65％



１ 道路の種類 県道

２ 路 線 名 水戸枝川線

３ 道路の区域

茨城県告示第241号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第１項の規定に基づき, 道路の区域を次のように変更する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 道路の種類 県道

２ 路 線 名 西小塙石岡線

３ 道路の区域

茨城県告示第242号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第１項の規定に基づき, 道路の区域を次のように変更する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 道路の種類 県道

２ 路 線 名 土浦笠間線

３ 道路の区域
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区 間 旧新の別 敷地の幅員 延 長 摘 要

メートル メートル

水戸市城東４丁目69番２地先から

水戸市城東４丁目67番２地先まで
旧

最大 27.5

最小 20.0
39

新
最大 40.0

最小 27.0
39 バイパス一部

区間の変更

区 間 旧新の別 敷地の幅員 延 長 摘 要

メートル メートル

石岡市大増701番１地先から

石岡市大増834番１地先まで
旧

最大 16.0

最小 8.4
58

新
最大 18.6

最小 10.0
58 歩 道 設 置



茨城県告示第243号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 県道 土浦境線

２ 供用開始の区間 常総市向石下字船戸361番４地先から

常総市向石下字船戸300番２地先まで

３ 供用開始の期日 平成21年３月30日

茨城県告示第244号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 県道 高萩塙線

２ 供用開始の区間 高萩市大字高萩字盆川953番１地先から

高萩市大字下手綱字小島1268番１地先まで

３ 供用開始の期日 平成21年３月24日

茨城県告示第245号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 県道 取手つくば線

２ 供用開始の区間 つくば市谷田部字堀留801番４地先から

つくば市島名字前野3905番１地先まで

３ 供用開始の期日 平成21年３月24日

茨城県告示第246号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡
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区 間 旧新の別 敷地の幅員 延 長 摘 要

メートル メートル

石岡市大増3586番１地先から

石岡市大増3586番１地先まで
旧

最大 26.2

最小 22.6
24

新
最大 30.2

最小 22.6
24 歩 道 設 置



その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 県道 土浦稲敷線

２ 供用開始の区間 稲敷市時崎657番１地先から

稲敷市時崎592番18地先まで

３ 供用開始の期日 平成21年３月21日

茨城県告示第247号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 県道 江戸崎新利根線

２ 供用開始の区間 稲敷市沼田2436番３地先から

稲敷市沼田2464番１地先まで

３ 供用開始の期日 平成21年３月21日

茨城県告示第248号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 県道 江戸崎新利根線

２ 供用開始の区間 稲敷市羽賀1710番１地先から

稲敷市沼田2386番地先まで

３ 供用開始の期日 平成21年３月21日

茨城県告示第249号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡

その関係図面は, 平成21年３月５日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 一般国道 354号

２ 供用開始の区間 鉾田市大蔵117番１地先から

鉾田市大蔵117番１地先まで

３ 供用開始の期日 平成21年３月５日

茨城県告示第250号

車両制限令 (昭和36年政令第265号) 第３条第１項第２号イの規定に基づき, 通行する車両の総重量の最高限度が,
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車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を次のとおり指定する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 指定する道路の路線名及び区間

次表のとおり

２ 指定する期日 平成21年４月１日

茨城県告示第251号

車両制限令 (昭和36年政令第265号) 第３条第１項第２号イの規定に基づき指定されている重さ指定道路のうち,

次の道路の指定を解除する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 指定を解除する道路の路線名及び区間

次表のとおり
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路 線 名 区 間

県道 取手つくば線

(路線番号19)

つくば市西大橋579番２地先から

つくば市要137番３地先まで

県道 取手つくば線

(路線番号19)

つくば市苅間1224番地先から

つくば市春日２丁目33番９地先まで

県道 取手つくば線

(路線番号19)

つくば市島名3911番地先から

つくば市島名121番１地先まで

県道 土浦境線

(路線番号24)

坂東市半谷234番１地先から

坂東市半谷608番１地先まで

県道 土浦竜ヶ崎線

(路線番号48)

稲敷郡阿見町住吉１丁目３番１地先から

稲敷郡阿見町住吉１丁目25番４地先まで

県道 つくば千代田線

(路線番号53)

つくば市小田1889番１地先から

かすみがうら市下土田420番４地先まで

県道 土浦坂東線

(路線番号123)

つくば市島名2190番地先から

つくば市島名2994番３地先まで

県道 境間々田線

(路線番号190)

猿島郡境町大字塚崎743番１地先から

古河市高野882番２地先まで

県道 西関宿栗橋線

(路線番号268)

猿島郡五霞町大字小福田1330番130地先から

猿島郡五霞町大字川妻1571番１地先まで

県道 谷和原筑西線

(路線番号357)

下妻市下妻乙1038番35地先から

筑西市西方802番地先まで



２ 指定を解除する期日 平成21年４月１日

茨城県告示第252号

車両制限令 (昭和36年政令第265号) 第３条第１項第３号の規定に基づき, 通行する車両の高さの最高限度が4.1メー

トルである道路を下記のとおり指定し, 併せて, 同令第10条第１項の規定に基づき, 当該道路を通行する高さが3.8

メートルを超え4.1メートル以下の車両の通行方法を次のように指定する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 指定する道路の路線名及び区間

次表のとおり

２ 指定する期日 平成21年４月１日

３ 通行方法

１の道路を通行する高さが3.8メートルを超え4.1メートル以下の車両は, 次の通行方法によらなければならない｡� 走行位置の指定 トンネル等の上空障害箇所では, 車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵す恐れがあ

るので, 車線からはみ出さないように走行するとともに, 道路に隣接する施設等に出入する

ためやむを得ず車線からはみ出す場合は, 標識や樹木等の上空障害物に接触しないように十

分に注意すること｡� 後方警戒措置 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ, 交通の危険を防止するため, 横寸法0.23メート

ル以上, 縦寸法0.12メートル以上 (又は横寸法0.12メートル以上, 縦寸法0.23メートル以上)

の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を有する材料で ｢背高｣ と表示した標識を,

車両の後方の見えやすい箇所に掲げること｡� 道路情報の収集 道路の状況は, 工事の実施等により変化することがあるので, あらかじめ道路情報を収集

し, 上空障害箇所のないことを確認の上走行すること｡
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路 線 名 区 間

県道 つくば古河線

(路線番号56)

結城郡八千代町大字村貫166番２地先から

結城郡八千代町大字水口139番７地先まで

県道 境間々田線

(路線番号190)

古河市久能853番10地先から

古河市久能1178番２地先まで

路 線 名 区 間

一般国道118号
水戸市中河内町2623番２地先から

那珂市飯田2643番１地先まで

県道 水戸勝田那珂湊線

(路線番号63)

水戸市中河内町2623番２地先から

ひたちなか市大字枝川1794番10地先まで

県道 潮来佐原線

(路線番号101)

潮来市洲崎3798番地先から

潮来市延方前3807番１地先まで

県道 市毛水戸線

(路線番号232)

ひたちなか市大字枝川1794番10地先から

ひたちなか市大字枝川1338番１地先まで



茨城県告示第253号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 (平成12年法律第57号) 第６条第１項の規定に

基づき土砂災害警戒区域を, 同法第８条第１項の規定に基づき土砂災害特別警戒区域を次のとおり指定する｡

なお, その関係図書は, かすみがうら市役所千代田庁舎総務課及び茨城県土浦土木事務所において縦覧に供する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 土砂災害警戒区域

２ 土砂災害特別警戒区域
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市町村名 土砂災害警戒
区域の名称

土砂災害の発生原因となる
自然現象の種類 土砂災害警戒区域の表示

かすみがうら市 成沢 土石流 次の図のとおり

桜沢 土石流 (図面省略)

峯川 土石流

折戸１ 急傾斜地の崩壊

川尻 急傾斜地の崩壊

崎浜 急傾斜地の崩壊

田宿 急傾斜地の崩壊

根山 急傾斜地の崩壊

志戸崎１ 急傾斜地の崩壊

志戸崎２ 急傾斜地の崩壊

折戸２ 急傾斜地の崩壊

天王下 急傾斜地の崩壊

太子 急傾斜地の崩壊

寺下 急傾斜地の崩壊

大津田 急傾斜地の崩壊

上根 急傾斜地の崩壊

篠山 急傾斜地の崩壊

境前 急傾斜地の崩壊

八田 急傾斜地の崩壊

兵庫峰 急傾斜地の崩壊

柳梅 急傾斜地の崩壊

川向 急傾斜地の崩壊

峰下 急傾斜地の崩壊

下堂 急傾斜地の崩壊

保沢 急傾斜地の崩壊



茨城県告示第254号

沖の洲土地改良区の解散に伴い, 次の者が清算人に就任した旨届出があったので, 土地改良法 (昭和24年法律第195

号) 第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定により公告する｡

平成21年３月５日

茨城県鉾田土地改良事務所長 小 室 清

就 任
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市町村名 土砂災害特別警戒
区域の名称

土砂災害の発生原因となる
自然現象の種類

土砂災害特別警戒区域の表示及び当該自然
現象により建築物に作用すると想定される
衝撃に関する事項

かすみがうら市 峯川 土石流 次の図のとおり

折戸１ 急傾斜地の崩壊 (図面省略)

川尻 急傾斜地の崩壊

崎浜 急傾斜地の崩壊

田宿 急傾斜地の崩壊

根山 急傾斜地の崩壊

志戸崎１ 急傾斜地の崩壊

志戸崎２ 急傾斜地の崩壊

折戸２ 急傾斜地の崩壊

天王下 急傾斜地の崩壊

太子 急傾斜地の崩壊

寺下 急傾斜地の崩壊

大津田 急傾斜地の崩壊

上根 急傾斜地の崩壊

篠山 急傾斜地の崩壊

境前 急傾斜地の崩壊

八田 急傾斜地の崩壊

兵庫峰 急傾斜地の崩壊

柳梅 急傾斜地の崩壊

川向 急傾斜地の崩壊

下堂 急傾斜地の崩壊

保沢 急傾斜地の崩壊

氏 名 住 所

猿 田 龍 雄 神栖市息栖162番地

鈴 木 貞 治 〃 〃 2245番地

大 塚 政 廣 〃 〃 2407番地

松 沢 重 臣 〃 〃 1699番地１

松 沢 宏 〃 〃 2500番地

野 口 昭 司 〃 高浜903番地



茨城県告示第255号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第89条の２第９項の規定により県営土地改良事業塗戸地区 (全換地区) に係

る換地処分をした｡

平成21年３月５日

茨城県稲敷土地改良事務所長 羽 生 武 雄

公 告

●○都市計画事業の施行者の名称等

水戸・勝田都市計画道路事業については, 平成21年２月27日付関東地方整備局告示第40号で都市計画法 (昭和43年

法律第100号) 第63条第１項の規定による認可をした旨告示されたので, 同法第66条の規定により次のとおり公告す

る｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 都市計画事業の種類及び名称

水戸・勝田都市計画道路事業

３・３・２号 中大野中河内線

２ 施行者の名称 茨城県

３ 事務所の所在地

水戸市笠原町978番６

茨城県庁

４ 事業地の所在� 収用の部分

変更なし� 使用の部分

変更なし

●○都市計画事業の施行者の名称等

竜ヶ崎・牛久都市計画道路事業については, 平成21年２月27日付関東地方整備局告示第41号で都市計画法 (昭和43

年法律第100号) 第63条第１項の規定による認可をした旨告示されたので, 同法第66条の規定により次のとおり公告

する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 都市計画事業の種類及び名称
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氏 名 住 所

野 口 梁 一 神栖市高浜897番地

田 中 三 郎 〃 石神451番地１



竜ヶ崎・牛久都市計画道路事業

３・５・８号 姫宮川余郷線

２ 施行者の名称 茨城県

３ 事務所の所在地

水戸市笠原町978番６

茨城県庁

４ 事業地の所在� 収用の部分

変更なし� 使用の部分

変更なし

●○都市計画事業の施行者の名称等

鹿島臨海都市計画道路事業については, 平成21年２月27日付関東地方整備局告示第42号で都市計画法 (昭和43年法

律第100号) 第63条第１項の規定による認可をした旨告示されたので, 同法第66条の規定により次のとおり公告する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 都市計画事業の種類及び名称

鹿島臨海都市計画道路事業

３・３・９号 須賀佐田線

２ 施行者の名称 茨城県

３ 事務所の所在地

水戸市笠原町978番６

茨城県庁

４ 事業地の所在� 収用の部分

変更なし� 使用の部分

変更なし

●○開発行為の工事完了

都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第29条第１項の許可に係る開発行為について, 次の区域の工事が完了したの

で, 同法第36条第３項の規定により公告する｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

笠間市石井字南町2090番, 2091番, 2092番, 2093番１, 2112番１, 2113番, 2114番１, 同番２, 2115番, 2116番

の一部, 2124番１, 2125番１, 同番２, 2126番, 2127番１

２ 事業主の住所及び氏名

水戸市笠原町600-27
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日榮産業株式会社

代表取締役 加 森 正 恒

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

小美玉市羽鳥字五万堀2972番５, 同番７, 同番11, 同番12

２ 事業主の住所及び氏名

小美玉市羽鳥256番地

株式会社 柳川採種研究会

代表取締役 柳 澤 康 博

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

結城市大字結城字房山8629番４, 8635番５, 同番23, 同番55

２ 事業主の住所及び氏名

結城市結城8488番地12

根 本 英 紀

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

猿島郡境町字上野518番２, 同番３, 519番２, 同番４, 同番５, 521番１, 同番２, 522番３, 523番１, 同番２,

524番１, 528番

２ 事業主の住所及び氏名

猿島郡境町518番地

中 村 三 郎

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

猿島郡境町大字稲尾字北ノ内545番１

２ 事業主の住所及び氏名

千葉県松戸市八ヶ崎５丁目44番地の８

山 本 ヨシ子

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

猿島郡境町大字長井戸字南前222番１, 同番２

２ 事業主の住所及び氏名

猿島郡境町1483番地４

橋 本 裕 利

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

猿島郡境町大字長井戸字山神浦1410番１, 同番３, 同番５, 1411番２の一部

２ 事業主の住所及び氏名

猿島郡境町大字長井戸1410番地１

相 良 トミコ
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●○茨城県土地開発事業の適正化に関する指導要綱の一部改正

茨城県土地開発事業の適正化に関する指導要綱 (昭和48年４月２日公告) の一部を次のように改正した｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

第２の２中 ｢行なう｣ を ｢行う｣ に改める｡

第３中 ｢土地開発事業及び地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第252条の26の３第１項に規定する特例市における

土地開発事業｣ を ｢土地開発事業, 地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第252条の26の３第１項に規定する特例市に

おける土地開発事業及び茨城県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例 (平成11年茨城県条例第44号) 第

２条の表22の項の規定により第１号から第22号までに掲げるすべての事務を処理することとされた市 (市街化調整区

域を除く区域のみ当該事務を処理することとされた市を除く) における土地開発事業｣ に改め, 同�及び�中 ｢行な
う｣ を ｢行う｣ に改める｡

第４中 ｢行なおう｣ を ｢行おう｣ に改める｡

第21の１の�及び�中 ｢行なわず｣ を ｢行わず｣ に改める｡
別表第１の�の表３の�のア中 ｢行なう｣ を ｢行う｣ に改め, 同表３の�のエを削る｡
付 則

１ この要綱は, 平成21年４月１日から施行する｡

２ この要綱の施行前に, この要綱による改正前の茨城県土地開発事業の適性化に関する指導要綱第９の１に規定す

る知事の承認を受けた土地開発事業で, この要綱の施行の際, 現に茨城県土地開発事業の適正化に関する指導要綱

第16の２の規定による検査済証の交付を受けていないものについては, なお従前の例による｡

●○軽油引取税に係る免税証の無効

次の軽油引取税免税証は, 平成20年７月10日以降無効とする｡

平成21年３月５日

茨城県土浦県税事務所長 坂 本 進

●○入札公告

一般競争入札について次のとおり公告する｡

なお, この入札に係る調達は, 1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定の適用を受けるもの

である｡
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用途 種 類
記号及び
番 号

枚数 有効期間
免税証に記載された販売
業者の所在地及び名称

交付県税
事 務 所

無 効
年月日

農業 50リットル券 Ｆ600118 １枚
平成20年５月30日

～
平成21年５月21日

茨城県つくばみらい市箕
輪260
茨城みなみ農業協同組合
谷和原給油所

土浦県税事
務所

平成20年
７月10日

農業 200リットル券
H601259
Ｈ601265
Ｈ601266

３枚
平成20年５月30日

～
平成21年５月21日

茨城県つくばみらい市箕
輪260
茨城みなみ農業協同組合
谷和原給油所

土浦県税事
務所

平成20年
７月10日



平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 競争入札に付する事項� 調達に係る役務

県政情報紙 ｢ひばり｣ (以下 ｢ひばり｣ という｡) の新聞折込みによる県が別に定める日刊新聞を購読している

茨城県内の全世帯 (官公庁及び事業所を除く｡) への配布� 調達に係る役務の仕様等

入札説明書による｡� 履行期間

契約締結の日から平成22年３月31日まで� 納入場所

県の指定する場所� 入札方法

入札金額は, １部当たりの単価を入札書に記載すること｡

なお, 落札決定に当たっては, 入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額

をもって落札価格とするので, 入札者は, 消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず, 見積もった金額の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること｡

２ 競争入札参加資格� 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号｡ 以下 ｢政令｣ という｡) 第167条の４第１項の規定に該当しない者で

あること｡� 政令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること｡� 茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項 (平成８年茨城県告示第254号) に基づく物品調達等競争入札

参加有資格者名簿に登録されている者であること｡

なお, 新規に入札参加資格を得ようとする者は, 所定の資格審査申請書に必要事項を記入の上, 次に示す場所

に提出すること｡

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県会計事務局会計第二課 調度担当

電話029－301－4875� 茨城県内全域の新聞販売店に対し, 折込み日に合わせて, ひばりを確実かつ迅速に配送することができる者で

あること｡

３ 入札書の提出場所等� 入札書の提出場所, 入札説明書の交付場所, 契約条項を示す場所及び問い合わせ先

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県広報広聴課 広報編集担当

電話029－301－2128� 入札説明書の交付期間

平成21年３月５日 (木) から平成21年４月13日 (月) まで (土曜日, 日曜日及び国民の祝日に関する法律 (昭

和23年法律第178号) に規定する休日を除く｡) の午前９時から午後５時まで (正午から午後１時までを除く｡)� 入札書の受領期限

平成21年４月14日 (火) 午後１時 (郵送による入札の場合は, 平成21年４月13日 (月) 午後５時)
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� 開札の日時及び場所

平成21年４月14日 (火) 午後１時 茨城県庁入札室３ (茨城県庁舎行政棟１階)

４ その他� 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨� 入札保証金及び契約保証金

免除� 入札の無効

本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札, 入札に関する条件に違反した入札及び茨城県財務規則

(平成５年茨城県規則第15号) 第148条各号のいずれかに該当する場合の入札は, 無効とする｡� 契約書作成の要否

要� 落札者の決定の方法

茨城県財務規則第146条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入

札を行った者を落札者とする｡

なお, 最低の価格をもって入札を行った者の当該入札に係る価格によってはその者により当該契約の内容に適

合した履行がされないおそれがあると知事が認めるとき, 又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序

を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると知事が認めるときは, その者を落札者とせず, 予定価格

の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち, 最低の価格をもって入札をした者を落札者とすること

がある｡� 当該調達に係る平成21年度予算が否決された場合又はその執行が停止された場合は, この公告によって生じた

一切の権利及び義務は効力を失う｡� 詳細は, 入札説明書による｡

５ Summary� Nature of the service to be required:

The distribution of the Ibaraki Prefecture's newsletter“Ｈibari”to each household in the

Prefecture using newspaper delivery services� Delivery place:

Location specified by Ibaraki Prefecture� Contract period:

Froｍ the signing to 31 Ｍarch, 2010� Tiｍe liｍit for tender:

1:00 PM, 14 April, 2009 in case of by hand

5:00 PＭ, 13 April, 2009 in case of by ｍail� Contact point for the notice:

Public Relations Division, Ibaraki Prefectural Government

978-6, Ｋasahara-cho, Ｍito-shi, Ibaraki-ken, Japan 310-8555

Phone: 029-301-2128
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●○入札公告

一般競争入札について次のとおり公告する｡

なお, この入札に係る調達は, 1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定の適用を受けるもの

である｡

平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 競争入札に付する事項� 調達する借入物件の名称及び数量

茨城県汎用機オープン化に係るハードウェア 一式� 調達する借入物品

入札説明書による｡� 契約の期間

平成21年７月１日から平成26年６月30日までとする｡ ただし, 平成22年度以降の歳入歳出予算においてこの契

約に係る金額について減額又は削除があった場合は, 契約を解除することができる｡� 入札方法

落札決定に当たっては, 入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額 (当該

金額に１円未満の端数があるときは, その端数金額を切り捨てるものとする｡) をもって落札価格とするので,

入札者は, 消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず, 見積もった契約金額

の105分の100に相当する金額を記入すること｡

２ 競争入札参加資格� 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号, 以下 ｢政令｣ という｡) 第167条の４第１項の規定に該当しない者で

あること｡� 政令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること｡� 茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項 (平成８年茨城県告示第254号) に基づく競争入札参加資格に

おいて, ｢リース・レンタル｣ に登録されている者であること｡ ただし, 茨城県物品調達等登録業者指名停止基

準に基づく, 指名停止の措置を受けていない者であること｡

なお, 新規に入札参加資格を得ようとする者は, 所定の資格審査申請書に必要事項を記入の上, 次に示す場所

に申請すること｡

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県会計事務局会計第二課 調度担当

電話 029－301－4875� 本公告に示した借入物品の規格 (仕様) に適合した物品及び数量を確実に納入できることを証明した者である

こと｡� 借入物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることを証明した者であること｡

３ 入札書の提出場所等� 入札書の提出場所, 契約条項を示す場所, 入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県企画部情報政策課ＩＴ企画室担当 (茨城県庁舎行政棟８階)

電話 029－301－2543� 入札説明書の交付期間
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平成21年３月５日 (木) から平成21年３月13日 (金) までの午前９時から午後５時まで｡ ただし, 茨城県の休

日を定める条例 (平成元年茨城県条例第７号) に定める県の休日を除く｡� 入札書の受領期限

平成21年４月14日 (火) 午後２時00分

(郵送による入札の場合は, 平成21年４月13日 (月) 午後５時)� 開札の日時及び場所

平成21年４月14日 (火) 午後２時00分 茨城県庁入札室１ (茨城県庁舎行政棟１階)

４ その他� 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨� 入札保証金及び契約保証金

免除� 入札者に求められる事項

この一般競争入札に参加を希望する者は, 一般競争入札参加資格確認書に２�及び�を証明する書類を添付し
て, ３�に示す場所に平成21年４月１日 (水) 午後５時までに提出しなければならない｡
なお, 提出した書類について説明を求められたときは, これに応じなければならない｡� 入札の無効

本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札, 入札に関する条件に違反した入札及び茨城県財務規則

(平成５年茨城県規則第15号) 第148条各号のいずれかに該当する場合の入札は, 無効とする｡� 契約書作成の要否

要� 落札者の決定方法

茨城県財務規則第146条の規定に基づき定められた予定価格の制限の範囲内で, 最低価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とする｡� 詳細は, 入札説明書による｡

５ Summary� Nature and quantity of the products to be required :

Globalization of large-scale general computer of Ibaraki Prefecture hardware complete set� Time-limit for the submission of tender: 2:00 PM, 14 April 2009 in case of by hand: 5:00 PM,

13 April 2009 in case of by mail.� Contact point for the notice :

Information Policy Division, Department of Planning, Ibaraki Prefectural Government

978-6, Kasahara-cho, Mito-shi, Ibaraki-ken, Japan, 310-8555

Phone: 029-301-2543

●○入札公告

一般競争入札について次のとおり公告する｡

なお, この入札に係る調達は, 1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定の適用を受けるもの

である｡
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平成21年３月５日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 競争入札に付する事項� 調達する借入物品の名称及び数量

茨城県汎用機オープン化に係るソフトウェア 一式� 調達する借入物品

入札説明書による｡� 契約の期間

平成22年１月１日から平成26年12月31日までとする｡ ただし, 平成22年度以降の歳入歳出予算においてこの契

約に係る金額について減額又は削除があった場合は, 契約を解除することができる｡� 入札方法

落札決定に当たっては, 入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額 (当該

金額に１円未満の端数があるときは, その端数金額を切り捨てるものとする｡) をもって落札価格とするので,

入札者は, 消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず, 見積もった契約金額

の105分の100に相当する金額を記入すること｡

２ 競争入札参加資格� 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号, 以下 ｢政令｣ という｡) 第167条の４第１項の規定に該当しない者で

あること｡� 政令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること｡� 茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項 (平成８年茨城県告示第254号) に基づく競争入札参加資格に

おいて, ｢リース・レンタル｣ に登録されている者であること｡ ただし, 茨城県物品調達等登録業者指名停止基

準に基づく, 指名停止の措置を受けていない者であること｡

なお, 新規に入札参加資格を得ようとする者は, 所定の資格審査申請書に必要事項を記入の上, 次に示す場所

に申請すること｡

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県会計事務局会計第二課 調度担当

電話 029－301－4875� 本公告に示した借入物品の規格 (仕様) に適合した物品及び数量を確実に納入できることを証明した者である

こと｡� 借入物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることを証明した者であること｡

３ 入札書の提出場所等� 入札書の提出場所, 契約条項を示す場所, 入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県企画部情報政策課ＩＴ企画室担当 (茨城県庁舎行政棟８階)

電話 029－301－2543� 入札説明書の交付期間

平成21年３月5日 (木) から平成21年３月13日 (金) までの午前９時から午後５時まで｡ ただし, 茨城県の休

日を定める条例 (平成元年茨城県条例第７号) に定める県の休日を除く｡� 入札書の受領期限

平成21年４月14日 (火) 午後２時30分
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(郵送による入札の場合は, 平成21年４月13日 (月) 午後５時)� 開札の日時及び場所

平成21年４月14日 (火) 午後２時30分 茨城県庁入札室１ (茨城県庁舎行政棟１階)

４ その他� 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨� 入札保証金及び契約保証金

免除� 入札者に求められる事項

この一般競争入札に参加を希望する者は, 一般競争入札参加資格確認書に２�及び�を証明する書類を添付し
て, ３�に示す場所に平成21年４月１日 (水) 午後５時までに提出しなければならない｡
なお, 提出した書類について説明を求められたときは, これに応じなければならない｡� 入札の無効

本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札, 入札に関する条件に違反した入札及び茨城県財務規則

(平成５年茨城県規則第15号) 第148条各号のいずれかに該当する場合の入札は, 無効とする｡� 契約書作成の要否

要� 落札者の決定方法

茨城県財務規則第146条の規定に基づき定められた予定価格の制限の範囲内で, 最低価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とする｡� 詳細は, 入札説明書による｡

５ Summary� Nature and quantity of the products to be required :

Globalization of large-scale general computer of Ibaraki Prefecture software complete set� Time-limit for the submission of tender: 2:30 PM, 14 April 2009 in case of by hand: 5:00 PM,

13 April 2009 in case of by mail.� Contact point for the notice :

Information Policy Division, Department of Planning, Ibaraki Prefectural Government

978-6, Kasahara-cho, Mito-shi, Ibaraki-ken, Japan, 310-8555

Phone: 029-301-2543
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毎週月・木曜日発行 (緊急事項は号外発行) (定価送料とも１月)休日の場合は繰下発行 金 ３, ０６０円

発 行 茨 城 県

購読申込先 〒310－8555 茨 城 県 水 戸 市 笠 原 町 978 番 ６
茨 城 県 総 務 部 総 務 課

電話番号 029 (301) １１１１ (代)


